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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

第３四半期連結
累計期間

第54期
第３四半期連結
累計期間

第53期

会計期間

自平成25年
　４月１日
至平成25年
　12月31日

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　12月31日

自平成25年
　４月１日
至平成26年
　３月31日

売上高 （千円） 4,700,737 5,469,350 6,418,997

経常利益 （千円） 786,354 1,120,268 1,107,056

四半期（当期）純利益 （千円） 498,507 732,424 694,676

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 498,464 736,914 695,714

純資産額 （千円） 7,482,780 8,229,335 7,680,030

総資産額 （千円） 8,581,688 9,716,301 9,075,837

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 79.74 117.15 111.12

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 87.2 84.7 84.6

 

回次
第53期

第３四半期連結
会計期間

第54期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成25年
　10月１日
至平成25年
　12月31日

自平成26年
　10月１日
至平成26年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 28.01 39.89

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は潜在株式がないため記載しておりません。

４．当社は、平成26年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、前連結会計

年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しておりま

す。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、消費税率引き上げの影響から耐久消費財等を中心に悪化がみ

られたものの、米国を中心とした海外経済の回復、円安や原油価格の低下による企業収益の改善、またそれに伴う

設備投資の持ち直し等から、緩やかに回復する動きとなりました。

当社グループ製品の主要需要先の状況といたしましては、消費税率引き上げの影響から、期初には自動車の国内

生産が大きく減少いたしましたが、海外向けの部品や次期モデルの試作関連の仕事等もあり徐々に持ち直す動きと

なりました。また通信・情報機器関連では、スマートフォンの新製品向けの出荷増を背景に電子部品等が底堅く推

移した他、半導体製造装置等にも動きがみられました。このような環境のなか、超硬小径エンドミルの需要は、秋

以降も順調に推移いたしました。

当該期間において注力した点としましては、営業面では「インターモールド2014」や「JIMTOF2014」を始めとし

た各種展示会への出展の他、技術講習会を全国各地で開催することにより、新たなユーザーの開拓と既存ユーザー

への技術提案を展開いたしました。生産面では、引き続き自社開発機による自動化を進め、開発面では、CBN素材

を使って高精度と高能率を両立させたCBN高能率ラジアスエンドミル「SHR320」やPCD素材を使ったPCDラジアスエ

ンドミル「PCDRS」等、一歩進んだ製品を中心に発表いたしました。なお、日刊工業新聞社主催の2014年“超”モ

ノづくり部品大賞におきまして、当社の「PCDSE」「PCDRB」「PCDRS」がPCDエンドミルシリーズとして「機械部品

賞」を受賞することが出来ました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は5,469百万円（前年同期比16.4％増）、営業利益は

1,081百万円（同42.0％増）、経常利益は1,120百万円（同42.5％増）、四半期純利益は732百万円（同46.9％増）

となりました。

製品区分別の売上高では、「エンドミル（６mm以下）」が3,929百万円（前年同期比17.3％増）、「エンドミル

（６mm超）」が696百万円（同14.3％増）、「エンドミル（その他）」が494百万円（同17.7％増）、「その他」が

348百万円（同8.7％増）となりました。

（注）報告セグメントが１つでありますので、製品区分別に記載しております。なお「その他」の事業セグメント

は、製品区分別の「その他」に含めております。また、第１四半期連結会計期間より一部製品の区分を見直

し、製品区分の変更を行いましたことから、前年同期を変更後の区分に組み替えて比較しております。

 

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（3）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、160百万円であります。なお、当第

３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 9,600,000

計 9,600,000
 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,252,000 6,252,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数

100株

計 6,252,000 6,252,000 － －
 
（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年10月１日
（注）

3,126,000 6,252,000 ― 442,900 ― 405,800

（注）株式分割（１：２）によるものであります。
 
（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
 
（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。
 

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　3,125,200 31,252

権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株
式であり、単元株式数は
100株であります。

単元未満株式 普通株式　     800 － －

発行済株式総数 3,126,000 － －

総株主の議決権 － 31,252 －

（注）平成26年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行い、当第３四半期会計期間末の発行済株式

総数は3,126千株増加し、6,252千株となっております。
 

②【自己株式等】

該当事項はありません。
 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,856,336 3,419,184

受取手形及び売掛金 1,094,827 ※１ 1,161,924

商品及び製品 867,187 784,180

仕掛品 135,419 197,880

原材料及び貯蔵品 464,050 438,309

繰延税金資産 163,447 160,081

その他 46,349 78,617

貸倒引当金 △1,870 △1,960

流動資産合計 5,625,747 6,238,219

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,019,730 982,051

機械装置及び運搬具（純額） 1,341,373 1,249,190

土地 628,221 628,221

建設仮勘定 14,577 116,949

その他（純額） 113,061 89,494

有形固定資産合計 3,116,965 3,065,906

無形固定資産 29,228 103,865

投資その他の資産   

投資有価証券 39,267 42,067

繰延税金資産 126,923 125,981

その他 138,371 140,927

貸倒引当金 △665 △665

投資その他の資産合計 303,896 308,311

固定資産合計 3,450,090 3,478,082

資産合計 9,075,837 9,716,301

 

EDINET提出書類

日進工具株式会社(E01729)

四半期報告書

 6/13



 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 225,667 269,529

未払法人税等 277,976 162,216

賞与引当金 135,711 93,061

役員賞与引当金 60,000 88,750

その他 329,534 466,760

流動負債合計 1,028,889 1,080,317

固定負債   

役員退職慰労引当金 275,729 302,630

退職給付に係る負債 91,189 104,018

固定負債合計 366,918 406,648

負債合計 1,395,807 1,486,965

純資産の部   

株主資本   

資本金 442,900 442,900

資本剰余金 405,800 405,800

利益剰余金 6,830,321 7,375,187

自己株式 △29 △79

株主資本合計 7,678,992 8,223,808

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △110 1,748

為替換算調整勘定 1,147 3,778

その他の包括利益累計額合計 1,037 5,527

純資産合計 7,680,030 8,229,335

負債純資産合計 9,075,837 9,716,301
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 4,700,737 5,469,350

売上原価 2,460,712 2,727,629

売上総利益 2,240,024 2,741,721

販売費及び一般管理費 1,479,013 1,660,714

営業利益 761,011 1,081,006

営業外収益   

受取利息 786 792

受取配当金 10,376 13,536

受取賃貸料 13,500 13,500

経営指導料 1,800 1,800

作業くず売却益 7,634 7,801

その他 2,049 14,087

営業外収益合計 36,147 51,517

営業外費用   

賃貸費用 10,783 11,109

その他 21 1,145

営業外費用合計 10,804 12,254

経常利益 786,354 1,120,268

特別利益   

固定資産売却益 89 7,367

補助金収入 362,000 －

特別利益合計 362,089 7,367

特別損失   

固定資産売却損 12 124

固定資産除却損 386 18

固定資産圧縮損 ※１ 331,120 －

特別損失合計 331,519 142

税金等調整前四半期純利益 816,923 1,127,493

法人税等 318,416 395,069

少数株主損益調整前四半期純利益 498,507 732,424

少数株主利益 － －

四半期純利益 498,507 732,424
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 498,507 732,424

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △110 1,858

為替換算調整勘定 66 2,631

その他の包括利益合計 △43 4,489

四半期包括利益 498,464 736,914

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 498,464 736,914

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当社及び一部の子会社について、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の

税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積

実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のと

おりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年12月31日）

受取手形 －千円 6,125千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　固定資産圧縮損は、福島県からの補助金の受入れにより取得価額から直接控除した額であります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

建物及び構築物 194,501千円 －千円

機械装置及び運搬具 108,313 －

その他 28,306 －

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

減価償却費 400,016千円 345,259千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年12月31日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月22日

定時株主総会
普通株式 121,913 39 平成25年３月31日 平成25年６月24日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年12月31日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月21日

定時株主総会
普通株式 187,558 60 平成26年３月31日 平成26年６月23日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平

成26年４月１日 至平成26年12月31日）

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。

当社グループでは、製品の製造様式、製品の市場及び顧客を系統的に区分した製品部門別に戦略を構築し、

事業活動を展開しております。

したがって、当社グループは製品部門別のセグメントから構成されており、「エンドミル関連」と「その

他」の２つを事業セグメントとしております。「エンドミル関連」は当社グループが営む主力の事業であり、

超硬小径エンドミルを中心とした切削工具の製造販売にかかる事業であります。また、「その他」は工具ケー

スを中心としたプラスチック成形品の製造販売にかかる事業であります。なお、「エンドミル関連」は、製品

のサイズ等により、エンドミル（６mm以下）、エンドミル（６mm超）、エンドミル（その他）に区分しており

ます。

なお、「その他」の事業セグメントの売上高、利益又は損失の額及び資産の金額がいずれもすべての事業セ

グメントの合計額の10％未満であるため、報告セグメントを１つとしております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 79円74銭 117円15銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 498,507 732,424

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 498,507 732,424

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,251 6,251

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２．当社は、平成26年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計

年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年２月２日

日進工具株式会社

取締役会　御中

 

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 齋藤　晃一

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 岡　　賢治

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日進工具株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日進工具株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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